
規則第９号様式（参考様式Ａ０１）

・ ・

円 円 円 円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

法定納期限から１年を経過した日以後に納付すべき税額が確定した場合は、「猶予該当事実証
明書類」は不要なほか、担保関係書類の提出を省略できる場合があります。

猶予該当事実証明書類

財産目録

猶予該当事実証明書類 担保関係書類

※審査の結果、徴収猶予が許可された場
合、延滞金の全部又は一部が免除となりま
すが、一部が免除となった場合の一部免除
後の残りの延滞金については、原則として
分割納付の最終回に加算し、分割納付書
を送付させていただいております。そのた
め、納付計画と分割納付書の金額が異なる
場合があります。

添付する書類欄（猶予を受けようとする額によって異なります）

１００万円未満の場合 １００万円以上の場合 100万円超の場合

9 円

10

収支の明細書

円

円 「有」の場合は、
担保財産の詳細
を、「無」の場合
は提供できない
特別の事情を記
入

12

徴
収
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
都
税
等
の
納
付
計
画

回数
分納期限

（年　月　日）
納付金額

財産収支状況書 収支の明細書

財産目録猶予該当事実証明書類

円

合計 92,000 円

担　保 有 無

11

円

円

6 円 れ 価 格 が 高 騰 し た こ と に よ り

7 円 著しい損失が発生し、納税資金を捻出

 一時に納付
することが
できない

事情の詳細

〇〇の販売店を営んでいるが、仕入

することが困難である。8

5

1 X 7 31

所得金額： △ XX万円

4 円

3 X 30 30,000 円9

2 X 8 31 31,000 円

（地方税法第１５条第２項）法定納期限から１年を経過
した日以後に納付すべき税額が確定した

30 日 まで 3 月間

31,000 円 所得金額：     XX万円
 猶予該当

事実の詳細
※法定納期限か
ら１年を経過した
日以後に納付す
べき税額が確定
した場合は記入

不要

・令和３年の青色申告特別控除前の

・令和４年の青色申告特別控除前の

該
当
条
項

（地方税法第１５条第１項第１号）
震災、風水害、火災その他の災害又は盗難

（地方税法第１５条第１項第４号）
事業につき著しい損失を受けた

日 から 令和X 年 9 月猶予を希望する期間 令和X 年 7 月 1

（地方税法第１５条第１項第２号）
納税者又は納税者と生計を一にする親族の病気・負傷

（地方税法第１５条第１項第５号）
第１項第（　　　　　）号に類似する事実があった

（地方税法第１５条第１項第３号）
事業の廃止又は休止

うち徴収猶予を受けよう
とする金額 92,000

円

合　　　計 92,000

Ａ～Ｄの合計 92,000
円

納
付
又
は
納
入
す
べ
き
都
税
等

加算金額 延滞金額 滞納処分費 摘要
（徴収番号等）

X 1
固定資産税
都市計画税 X 6 30

年度
期別
月別

税　目 納期限 税　　額

92,000 XXXXXXXX

記載例
（固定資産税ver.）

【 徴 収 猶 予 申 請 書 の 記 載 方 法 】

連絡先（電話
番号・法人の
場合は部署名

等）

03-XXXX-XXXX

徴 収 猶 予 申 請 書
　次のとおり徴収猶予の申請をします。

日

（ ＸＸ ）　都税事務所長・支庁長・都税総合事務センター所長　宛

（
特
別
徴
収
義
務
者

）

納
税
者

住所
（所在地） 東京都新宿区西新宿Ｘ－Ｘ－Ｘ

氏　 名
(名称及び

代表者氏名)
主税　太郎

申請年月日 令和X 年 6 月 18

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

法律による金額

〃

〃

〃

〃

収受印

猶予期間は最長で

12か月間となります。

・申請書および添付書類は、郵便やｅＬＴＡＸ等によりご提出ください。
・ご提出いただいた申請書を審査した後、猶予許可（不許可）通知書と納付書を送付いたます。

・審査に当たり、職員が電話等で内容確認を行うことがありますので、ご協力をお願いします。

納付計画をご記載ください。

月々の分割納付が基本となり

ますが、収支の状況によって

は、猶予期限での一括納付も

可能です。

固定資産税・都市計画税の場合、

「納税通知書番号＋ＣＤ」をご記載ください。

該当する条項にチェック

を付けてください。

「事業につき著しい損失を受けたこと」を理由に申請する場合、法人

においては、直近２年度分の損益計算書、個人においては、直近２

年分の確定申告書のコピーなどをご提出ください。

「事業につき著しい損失を

受けたこと」を理由に申請

する場合、次の金額をご

記載ください。

【法人】

直近の２事業年度分の税

引前当期純損失額（又は

税引前当期純利益額）

【個人の青色申告者】

直近２年分の青色申告決

算書における青色申告特

別控除前の所得金額

【個人の白色申告者】

直近２年分の確定申告の

収支内訳書における専従

者控除前の所得金額

猶予金額が100万円以下又は猶予期間が３か月以下の場合は、記

載不要です。それ以外の場合は、提供する「担保財産の詳細」又は

「担保を提供できない特別の事情」をご記入ください。


